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１ 整備計画の策定の経過



川崎市における住宅施策①

■川崎市住宅基本条例の概要（平成１２年３月制定）

住宅及び住環境の整備に関する施策の基本となる事項を定めることにより、良質な住宅の供給
及び良好な住環境の形成並びに市民の居住の安定を図り、もって市民のゆとりある住生活の安
定向上及び福祉の増進に寄与することを目的に制定。

すべての市民が安心し、ゆとりを持っ
て、共に住み続けられる活力ある地
域社会の実現

住宅及び住環境の整備に関する施策
を総合的かつ計画的に推進するた
め、市の基本構想を踏まえ、当該施
策の基本方針となる川崎市住宅基本
計画を策定することを規定

○住宅・住環境に関する政策の
基本理念

○川崎市住宅基本計画の策定

○条例の目的

■川崎市住宅基本計画（現計画平成２３年１１月）

※都市計画や福祉、環境、防災部門等
の関連する計画と整合を図り、策定。



川崎市における住宅施策②

○住宅基本計画における基本目標・基本方針

安
心
・
ゆ
と
り
・
共
生
の
ま
ち
「
か
わ
さ
き
」
の
実
現

基本目標１

市民の多様なニーズに的確に応えられる
市場の活用・健全化とゆとりと選択性のあ
る良質な住まいづくり

方針１ 安全・安心な暮らしを支える
良質な住宅ストックの形成・有効活用

方針３ 誰もが安心して住み続けられる居
住施策の推進

方針４ 効率的・効果的な公的賃貸住宅
等の施策展開

方針５ 地域の魅力創出に向けた市民主
体の住まい・まちづくりの推進

基本目標２

高齢者、障害者、外国人、子育て世帯な
どだれもが安心して地域で住み続けられ
る居住の安定

基本目標３

市民等の参加と協働による安全で住みよ
い住まい・まちづくりの推進と活力あるコ
ミュニティづくり

方針２ 多様な居住ニーズに応えるため
の住情報サービスの推進

○住宅政策の課題

少子高齢化の進行やセーフティネットへの対応、住宅及び住環境のニーズの多様化などの課題への対
応が必要。



国における住宅施策の動向

■地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備に
関する特別措置法（平成１７年６月）

地方公共団体は、その区域について、基本方針に基づき、地域における住宅に対
する多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する計画（以下「地域住宅
計画」という。）を作成することができる。

・ 公的賃貸住宅等の整備に関する事業
・ 公共公益施設の整備に関する事業 等

住宅基本条例・住宅基本計画の目標や方針を踏まえた上で、
法の制定を受け、川崎市においても、「地域住宅計画」※を策定

○地域住宅計画の策定

○地域住宅計画に定める内容

※平成１７年に第１期地域住宅計画を策定（平成１７年度～平成２２年度）



国の交付金制度①

■社会資本整備総合交付金の創設（平成２２年度）

国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金に原則一括し、地
方公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる総合的な交付金として平成２２
年度に創設されました。

道路 港湾 河川

都市公園 市街地 住宅

住環境
等

個別補助金を
原則廃止

＜従前の補助金＞

社会資本整備
総合交付金

■第２期 地域住宅計画の策定

＜住宅＞

地域住宅計画
（Ⅰ期）

市街地・住環境

社会資本整備総合交付金の創設を受け、第２期の地域住宅計画の策定にあたって
は、第１期での事業に、良質な住宅の供給や良好な住環境の形成に資する事業を加え
た社会資本総合整備計画として、計画を策定しました。

川崎市地域住宅等整備計画
（地域住宅計画 川崎市地

域（Ⅱ期））



川崎市
地域住宅等
整備計画

＜Ｈ２３年４月～＞

・国の全国防災予算の成立を受け、整備計画を分割し、防災・安全関連事業を移行さ
せ、『川崎市住宅・建築物防災対策等整備計画』を策定しました。
・その後、防災安全交付金の創設を受け、全国防災の計画を元に『川崎市住宅・建築物
等整備計画（防災・安全）』を策定しております。

国の交付金制度②

川崎市
地域住宅等
整備計画

川崎市住宅・建築物
防災対策等
整備計画

＜Ｈ２３年１１月～＞

川崎市
住宅・建築物等

整備計画

公営住宅や民間住宅の
耐震対策等の防災・安全
事業を移行

＜Ｈ２５年４月～＞

市営住宅の耐震改修
等

市営住宅の耐震改修
等

市営住宅の耐震改修
等

■防災関連の交付金の制度



２ 整備計画の概要



整備計画の概要

計画名称 川崎市地域住宅等整備計画（地
域住宅計画 川崎市地域（Ⅱ期））

川崎市住宅・建築物等整備計画（防
災・安全）

計画の期間 平成２３年度 ～ 平成２７年度

計画の目標 【Ⅰ】市民の多様なニーズに的確
に応えられる市場の活用・健全
化とゆとりと選択性のある良質な
住まいづくり

【Ⅱ】高齢者、障害者、外国人、子育て世帯などだれもが安心して地域で
住み続けられる居住の安定

【Ⅲ】市民等の参加と協働による安全で住みよい住まい・まちづくりの推進
と活力あるコミュニティづくり

事業数 基幹事業 １６事業
効果促進事業 ３１事業
合計 ４７事業

基幹事業 ４事業
効果促進事業 １０事業
合計 １４事業

事業費 ２６，３０３百万円 １２，４０６百万円



整備計画の概要②

計画
名称

川崎市地域住宅等整備計画
（地域住宅計画 川崎市地域
（Ⅱ期））

川崎市住宅・建築物等
整備計画（防災・安全）

当初
現況値

最終
目標値

測定
結果

達成
状況

成
果
指
標

① 住宅及び住環境に対する満足度 ６８％ ７４％ ７６％ 達成

② 耐震性が確保された住宅の割合 ８６％ ９０％ ９２％ 達成

③ バリアフリー化された住宅の
割合

４１％ ４６％ ４７％ 達成

④ 住宅市街地総合整備事業地
内における低未利用地の土地
利用転換割合

７７％ １００％ ９５％ 未達成

⑤ 小杉駅周辺地区内の市街地
再開発事業地内における宅地
の高度利用割合

３１％ ６９％ ７３％ 達成

⑥ 都市景観形成地区等の範囲 ３８ha ４３ha ４５ha 達成

⑦ 良好な住環境を備えた住宅団
地における住宅宅地の供給数

３０８戸 ５１０戸 ５９６戸 達成

関連
計画

川崎市住宅・建築物等整備計
画（防災・安全）

川崎市地域住宅等整備
計画（地域住宅計画川
崎市地域（Ⅱ期））



全要素事業と成果指標の関連性（基幹事業）

事業名
関連する指標 地域

住宅
防災・
安全

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

１ 公営住宅等整備事業 ○ ○ ○ ○ ○

２ 公営住宅等ストック総合改善事業 ○ ○ ○ ○ ○

３ 地域優良賃貸住宅整備事業 ○ ○ ○

４ 公的賃貸住宅家賃低廉化事業 ○ ○

５ 住宅地区改良事業等 ○ ○

６ 優良建築物等整備事業 ○ ○

７ 住宅市街地総合整備事業 ○ ○ ○ ○

８ 住宅市街地基盤整備事業 ○ ○ ○

９ 川崎駅西口地区住宅市街地総合整備事業 ○ ○ ○

１０ 小杉駅周辺地区住宅市街地総合整備事業 ○ ○ ○

１１ 武蔵小杉駅南口地区西街区都市・地域再生
緊急促進事業

○ ○ ○

１２ 小杉町3丁目中央地区市街地再開発事業 ○ ○ ○

１３ 小杉町3丁目東地区市街地再開発事業 ○ ○ ○

１４ 川崎中部・新鶴見都心地区都市再生総合整
備事業

○ ○ ○

１５ 住宅・建築物安全ストック形成事業 ○ ○ ○ ○

１６ 片平土地区画整理住宅市街地基盤整備事
業

○ ○ ○



全要素事業と成果指標の関連性（効果促進事業①）

事業名
関連する指標 地域

住宅
防災・
安全

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

１ 住宅政策調査事業 ○ ○ ○ ○

２ 公営住宅関連調査等事業 ○ ○

３ 公営住宅等移転推進事業 ○ ○

４ 公営住宅駐車場整備事業 ○ ○

５ 公営住宅等改善事業 ○ ○

６ 市営住宅総合管理システム導入事業 ○ ○

７ 地上デジタル放送電波障害対策事業 ○ ○

８ 住情報提供・相談支援事業 ○ ○ ○ ○

９ 子育て等あんしんマンション推進事業 ○ ○ ○

１０ 住まいバリアフリー化推進事業 ○ ○ ○

１１ マンション管理等適正化推進事業 ○ ○

１２ 重点密集市街地改善事業 ○ ○ ○ ○

１３ 木造住宅耐震改修助成事業 ○ ○ ○ ○

１４ 特定建築物耐震対策事業 ○ ○ ○ ○

１５ 宅地防災工事助成事業 ○ ○ ○

１６ 公共建築物耐震化等推進事業 ○ ○ ○ ○



全要素事業と成果指標の関連性（効果促進事業②）

事業名
関連する指標 地域

住宅
防災・
安全

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

１７ 優良建築物等整備事業関連公共施設整備事
業

○ ○

１８ 地区まちづくり支援事業 ○ ○ ○

１９ 地区計画建築協定推進事業 ○ ○ ○

２０ 街なみ誘導推進事業 ○ ○ ○

２１ 指定道路図等整備事業 ○ ○ ○

２２ 住宅用太陽エネルギー促進利用補助事業 ○ ○ ○

２３ 居住支援推進事業 ○ ○

２４ 高齢者世帯住替え家賃助成事業 ○ ○

２５ 高齢者住宅改造費助成事業 ○ ○ ○

２６ 在宅重度障害者（児）やさしい住まい推進事業 ○ ○ ○

２７ 公的賃貸住宅経営安定化事業 ○ ○

２８ 住宅市街地基盤整備効果促進事業 ○ ○ ○

２９ 高齢者向け住宅等誘導事業 ○ ○

３０ 空き家対策推進事業 ○ ○

３１ 大規模集合住宅を取り巻くまちづくりのあり方
検討事業

○ ○ ○



他、A2-2, A2-3,A2-5,A2-6
他、A1-8

図示した事業は一部
の事業の抜粋です。

その他については、
市内全域等において
実施しました。

A2-8:
片平土地区画整理
住宅市街地基盤整備事業
【一般県道上麻生連光寺線】

A2-4:
小杉町3丁目中央地区市街地再
開発事業
【プラウドタワー武蔵小杉他】

A1-2: 公営住宅等ストック総合改善事業
【市営上作延住宅耐震改修】

A2-1:
川崎駅西口地区
住宅市街地総合整備事業
【北口自由通路西側デッキ】

A1-7:
住宅市街地総合整備事業
（密集住宅市街地整備）
（小田２・３丁目地区）

A1-6:
優良建築物等整備事業
（川崎駅北口地区
第２街区１０番地地区）

A1-1: 公営住宅等整備事業
【市営古市場住宅建替え】

完成予想図については、完成時に実際と
異なる場合があります。

全要素事業の事業実施箇所図

A1-2: 公営住宅等整備事業
【市営桜本住宅建替え】

A1-2: 公営住宅等整備事業
【市営小向住宅建替え】

A1-1: 公営住宅等ストック総合改善事業
【市営千年前田住宅耐震改修】

A1-2: 公営住宅等整備事業
【市営末長住宅建替え】

A1-1: 公営住宅等ストック総合改善事業
【市営南平第２住宅耐震改修】

A1-2: 公営住宅等整備事業
【市営南平住宅建替え】

A1-2: 公営住宅等整備事業
【市営大島住宅建替え】

凡例
赤枠 地域住宅等整備計画

青枠 住宅・建築物等整備計画



３ 取り組んだ事業の概要



•住宅セーフティネットとして公営住宅を有効活用するため、老朽化した公営住宅の建替えを
行いました。

事業概要

•平成２３年度～２７年度
• ※建設年度が昭和３７年度以前の住宅の建替えは平成24年度から（防）に移行

交付期間

•１４，１０４百万円

•（地）６，３９５百万円 （防）７，７０９百万円
事業費

•１２住宅１，１９１戸の建替えを実施しました。

•（地）５住宅４２４戸 （防）７住宅７６７戸
事業量

＜小向住宅２号棟＞

・事業期間 ：Ｈ２５～２６年度
・建物概要等 ：ＲＣ造 ７階
・戸数：３ＤＫ（１８戸）、２ＤＫ（４２戸）

１ＤＫ（１４戸）、車椅子（３戸）
計７７戸

※建替えに際して、福祉施設の導入
を行いました。

取り組んだ事業①

公営住宅等整備事業 基幹 関連指標 ① ② ③

＜古市場住宅＞

＜塚越住宅＞

地域住宅等整備計画（地）
住宅・建築物等整備計画（防） 地 防



•既存市営住宅の耐震改修工事や外壁改修工事等の改善事業概要

•平成２３年度～２７年度 ※耐震改修等の一部事業は平成２４年度から（防）に移行交付期間

•８，５６１百万円 （地）６，５１５百万円 （防）２，０４６百万円事業費

• ６６住宅で改善事業を実施しました。

• （地）耐震改修、ＥＶ設置、外壁、手摺、給水管改修工事等を４２住宅で実施

• （防）耐震改修、既存ＥＶ改修、外壁改修等を２４住宅で実施

事業量

＜市営有馬第１住宅耐震改修工事＞●公営住宅等ストック総合改善事
業のうち、耐震改修工事について
は、「住宅・建築物等整備計画」と
合計して、２２住宅５，０９８戸で実
施しました。

●市営住宅の耐震化については、
平成２７年度末で１００％を目標
に事業を実施しました。

取り組んだ事業②

公営住宅等ストック総合改善事業 基幹 関連指標 ① ② ③

＜市営南平第２住宅＞

＜市営千年前田住宅＞

地 防



•マンション、病院等の特定建築物等の耐震診断・改修やアスベスト除去等に対する助成事業概要

•平成２３年度～２７年度

•（地）平成２３年度～２４年度 （防）平成２４年度～２７年度
交付期間

•６３９百万円

•（地）１３９百万円 （防）５００百万円
事業費

•１，７７２件の助成をしました。

•（地）７９９件 （防）９７３件
事業量

民間分譲マンション耐震改修 病院等特定建築物耐震改修＜件数等＞

●民間分譲マンション
診断、設計、改修等：１８０件

●特定建築物
診断、設計、改修等：５３件

●木造住宅
診断士派遣：１，５２９件

●アスベスト
調査、除却：１０件 など

取り組んだ事業③

住宅・建築物安全ストック形成事業 基幹 関連指標 ① ②

地 防



•介護や支援を要する高齢者の住宅において、階段昇降機設置や浴槽改修等の住宅
改造に助成

事業概要

• 平成２３年度～２７年度交付期間

• １５４百万円事業費

• ３４２件事業量

○階段昇降機設置例

＜住宅改造助成事業の事例＞
・階段昇降機（内階段・外階段）
・浴槽交換（高さ・幅）
・浴室改造
・玄関の拡幅
・洗面台交換
・トイレ改造 など

取り組んだ事業④

高齢者住宅改造費助成事業 効果 関連指標 ① ③

地

＜従前の写真＞ ＜完成後の写真＞



•ＪＲ川崎駅において、自由通路と新たな改札口の設置を行う事業であり、本事業を行うことに
より、川崎駅へのアクセス性が向上し、駅周辺の住宅宅地供給の促進を図ります。

事業概要

•平成２３年度～２７年度交付期間

•３，９２２百万円事業費

•ＪＲ川崎駅北口自由通路、北口改札等（詳細
設計、本体工事）

事業量

＜ＪＲ川崎駅北口自由通路＞

取り組んだ事業⑤

住宅市街地基盤整備事業 基幹 関連指標 ① ④

地

＜ＪＲ川崎駅北口自由通路＞
延長：約１１５ｍ
幅員：１０ｍ

＜ＪＲ川崎駅北口改札＞
面積：約３，３００㎡

＜ＪＲ川崎駅北口改札＞



•武蔵小杉駅南口地区東街区などの地区において地区幹線道路の整備を行いました。事業概要

•平成２３年度～２７年度交付期間

•２，０１９百万円事業費

•地区幹線道路の整備（用地費・工事費等）事業量

＜武蔵小杉駅南口地区東街区＞

・地区幹線道路１号
（幅員：１２ｍ、延長約８０ｍ）
・地区幹線道路３号
（幅員：６～１２ｍ、延長約２００ｍ）
・地区幹線道路４号
（幅員：７．５ｍ、延長約７０ｍ）

取り組んだ事業⑥

小杉駅周辺地区住宅市街地総合整備事業 基幹 関連指標 ① ④

地区幹線
道路４号

地区幹線
道路３号

地区幹線
道路１号

地



•武蔵小杉駅南口地区西街区第１種市街地再開発事業による商業、公益施設、住宅等の整
備に補助しました。

事業概要

•平成２３年度～２４年度交付期間

•９３１百万円事業費

•施設建築物工事費、工事監
理費等

事業量

＜エクラスタワー武蔵小杉＞＜エクラスタワー武蔵小杉＞
・主要用途

：商業、中原図書館、住宅（３２６戸）
・建物概要等

：３９階建（高さ約１５０ｍ）
・事業期間

：Ｈ１７～２５年度

取り組んだ事業⑦

武蔵小杉駅南口地区西街区都市・地域再生緊急促進事業 基幹 関連指標 ① ⑤

従前写真 完成後写真

施設写真

地



•小杉町３丁目中央地区第１種市街地再開発事業による商業、公益施設、住宅等の整備に補
助しました。

事業概要

•平成２３年度～２４年度交付期間

•１，２１９百万円事業費

•建物補償費、施設建築物工事費、工事監
理費

事業量

＜プラウドタワー武蔵小杉＞
・主要用途

：商業、業務、保育所、
住宅（５９１戸）、駐車場

・建物概要等
：４５階建（高さ約１６０ｍ）

・事業期間
：Ｈ２１～２６年度

取り組んだ事業⑧

小杉町３丁目中央地区市街地再開発事業 基幹 関連指標 ① ⑤

従前写真 完成後写真

施設写真

地



•市街地再開発事業等の進捗に合わせて、異なる事業を適切に誘導し、一体感のある
都市空間の創出を図るため、対象地区の景観形成基準（建築物の外観等に関する
ルール）を策定しました。

事業概要

•平成２３年度～２７年度交付期間

•８百万円事業費

•新丸子東３丁目北部地区、中丸子東部地区（基準策定）

•新丸子東３丁目南部地区、小杉町３丁目中央地区（地区指定＋基準策定）

•小杉町３丁目東地区、中原区役所地区（地区指定のみ）

事業量

＜武蔵小杉周辺
景観計画特定地区＞

【基本目標】
（１）風格あるランドマーク
による「拠点景観づくり」

（２）駅を中心とする「賑わ
い景観づくり」

（３）快適で一体感のある
公共的空間をめざす「沿
道景観づくり」

（４）回遊性を高める「みど
りと水の景観づくり」

取り組んだ事業⑨

川崎中部・新鶴見都心地区都市再生総合整備事業 基幹 関連指標 ① ⑥

低層部は、開放的な
デザインとし、ガラス
等を用いた賑わいの
演出に配慮する。

広告物は、できるだけ集
約化し抑制に努め、位置
や大きさを揃えるなど、
乱雑にならないようにす
る。

○基準の例

敷地内の舗装の仕
上げは、歩道と調和
するよう配慮する。

地



•片平土地区画整理区域において、住宅宅地の円滑な供給のため、主要幹線道路の一般県道
上麻生連光寺線の改良を行い、歩行者の安全確保と車両交通の円滑化を図りました。

事業概要

•平成２３年度～２４年度交付期間

•１５５百万円事業費

•一般県道上麻生連光寺線

•（延長１，４００ｍ、幅員９ｍ⇒１６ｍ）
事業量

取り組んだ事業⑩

片平土地区画整理住宅市街地基盤整備事業 基幹 関連指標 ① ⑦

＜柿生側＞＜黒川側＞

歩道 歩道車道

地



•地区住民が主体となった身近な住環境の維持・改善の活動を支援しました。事業概要

•平成２３年度～２７年度
• （地）平成２３年度～２４年度 （防）平成２５年度～２７年度

交付期間

•２０百万円

•（地）７百万円 （防）１３百万円
事業費

•１８件の地区まちづくりに支援を行いました。

•（地）７件 （防）１１件
事業量

＜ルール等を策定した地区＞
１．二ヶ領用水宿河原堀地区
２．日生百合ヶ丘地区
３．五月台地区
４．宮崎・土橋・神木地区
５．虹ヶ丘第三地区

計５地区において、ルール等
の策定を行いました。

取り組んだ事業⑪

地区まちづくり支援事業 効果 関連指標 ①

＜二ヶ領用水宿河原堀地区の例＞

○屋外設備類は目隠しをし、周辺の景観と調和するよう配慮する。

○フェンスや塀の
前面には植栽帯を
設置するなど沿川
からの緑化に配慮
する。

（活動の様子）

○圧迫感を軽減するため、建物の高さや配置規模等に配慮する。
（緑化に配慮した例）

（地区の写真）

＜地区まちづくり目標＞
１．宿河原堀にふさわしい落ち着いたまち並みを保全する。
２．桜や沿川の花壇を中心とした緑のネットワークを創出し、

四季を感じる緑によって人々の交流を深める。
３．安全、安心で、清潔な、散策して楽しいまち並みを形成する。

○外壁や屋根などには派手な色、明るすぎる色を避け、景観計画
に準拠したものとなるように努め、桜並木との調和に配慮する。

地 防

＜地区まちづくり基準（概要）＞



４ 評価指標の目標値の達成状況



【成果指標１】住宅及び住環境に対する満足度①

■指標設定の理由

住宅施策はハード・ソフトの両面から幅広く展開しており、住宅施策全体の効果を評価す
るため、市民の満足度の指標を設定しました。

■定義及び算定式

住宅及び住環境に対する総合評価の満足率（住生活総合調査をもとに算出）
⇒「満足」＋「まあ満足」／全体

当初現況値
（H23)

最終目標値
（H27)

測定値
（H27)

目標達成
状況

６８％ ７４％ ７６％ 達成

○住生活総合調査の概要

内容：国土交通省が５年ごとに実施する調査。
住宅及び住環境の評価、最近５年間の居住状況の変化に関する事項等を調査し、
住宅政策を推進する上で必要となる基礎資料を得ることを目的としている。

調査時期：平成２５年１１月２１日～１２月１０日
回収状況：７６，０９６／８５，３０２（全国）

うち、川崎市における回答数は４７８件

関連事業

全ての要素事業

（速報集計結果による）

平成５年から平成１５年までの住宅需要実態調査並びに平成２０年の住生活総合
調査結果を基に平成２７年度末の値を推計し設定。

※目標値の設定について：



市営住宅の建替えや
高齢者等の居住支援、
耐震改修助成や地域の
まちづくり支援、小杉駅
周辺再開発など、幅広く
事業を実施した結果、住
宅及び住環境に対する
総合評価である満足率
の目標値を達成できまし
た。

■成果指標の測定結果

平成２５年度の「住生活総合調査」の結果における「住宅及び住環境の総合評価」のうち、
「満足」＋「まあ満足」の全体に対する割合をもとに平成２７年度末の数値を推計した結
果、割合が７６％となりました。

平成５年 平成１０年 平成１５年 平成２０年 平成２５年 平成２７年

満足 ９．７％ ７．１％ ５．９％ １７．４％ ２２．３％

まあ満足 ４７．６％ ５０．３％ ５８．８％ ５１．２％ ５３．６％

合計 ５７．３％ ５７．４％ ６４．７％ ６８．６％ ７５．９％ ７６．７％

※推計値

□達成状況の所見

目標値 74％

y = 4.8400 x + 50.2600 

R² = 0.9420 
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近似曲線

住宅及び住環境の満足率の推移

【成果指標１】住宅及び住環境に対する満足度②

22.3%

53.6%

19.9%

3.2% 1.0%

平成２５年住生活総合調査（速報）

満足

まあ満足

多少不満

非常に不満

不明



【成果指標２】耐震性が確保された住宅の割合
■指標設定の理由

安全な住まいづくりとして住宅・建築物の耐震対策の効果を評価するため、耐震性が確保された住宅の割合を
設定しました。

■定義及び算定式
新耐震基準（昭和５６年基準）が求める耐震性を有する住宅ストックの比率（住宅・土地統計調査をもとに算出）

⇒新耐震基準が求める耐震性を有する住宅数／総住宅数

当初現況値
（H23)

最終目標値
（H27)

測定値
（H27)

目標達成
状況

８６％ ９０％ ９２％ 達成

住宅総数
684,100戸

昭和５６年
以降

５７６，１００
戸

昭和５５年
以前

１０８，０００
戸

耐震性を
満たす

６３２，７００
戸

耐震性が
不十分

５１，４００戸

耐震性あり
５６，６００戸

耐震性なし
５１，４００戸

■耐震性が確保された住宅の割合
６３２，７００戸／６８４，１００戸

＝９２．４％

公営住宅の建替えや耐震
改修、民間住宅の耐震改修
助成など、耐震関連の事業
を実施した結果として、耐震
性が確保された住宅の割合
の目標値を達成できました。

□達成状況の所見

関連事業

基幹 1,2,7,15

効果 1,8,12,1314,16

国の基本方針及び川崎市耐震改修促進計画に定める値を設定。※目標値の設定について：



【成果指標３】バリアフリー化された住宅の割合

■指標設定の理由

高齢者や障害者が安心して生活できる居住環境整備の効果を評価するため、バリアフ
リー化された住宅の割合を設定しました。

■定義及び算定式

バリアフリー化された住宅（高齢者等のための設備がある）の割合（住宅・土地統計調査
をもとに算出） ⇒バリアフリー化された住宅数／総住宅数

当初現況値
（H23)

最終目標値
（H27)

測定値
（H27)

目標達成
状況

４１％ ４６％ ４７％ 達成

関連事業

基幹 1,2,3

効果 1,8,9,10

建替等による公営住宅のバリアフリー化や高齢者・障害者の住宅改造助成、民間分譲マン
ションへの助成、バリアフリー化に関する情報提供など、幅広く実施した結果、目標を達成でき
ました。

□達成状況の所見

平成１０年から平成２０年までの住宅・土地統計調査結果を基に平成２７年度末
の値を推計し設定。

※目標値の設定について：



【成果指標４】
住宅市街地総合整備事業地内における低未利用地の土地利用転換割合①

■指標設定の理由

川崎駅西口地区及び小杉駅周辺地区における商業・業務・文化施設・都市型住宅等の
整備による都市機能の向上を評価するため、工場跡地等の低未利用地の土地利用転
換の割合を設定しました。

■定義及び算定式

住宅市街地総合整備事業実施地内の工場跡地等の低未利用地のうち都市機能の更新
を図り、土地利用転換が図られた面積の割合

⇒土地利用転換が図られた面積／住宅市街地総合整備事業の地区面積

当初現況値
（H23)

最終目標値
（H27)

測定値
（H27)

目標達成
状況

７７％ １００％ ９５％ 未達成

関連事業

基幹 8,9,10

効果 28,31

両地区における地区計画面積を基に平成２７年度末の値を想定し設定。※目標値の設定について：

◎川崎駅西口大宮町地区Ａ－２街区において、工事費高騰等の環境変化の要因により、土地利
用転換が図られず、目標未達成となりましたが、その他の地区については公共関連施設整備によ
り土地利用転換が促進されました。

◎未達成となった大宮町地区Ａ－２街区については、次期整備計画において、引き続き土地利用
転換の誘導を図ります。

□達成状況の所見



■各地区における土地利用転換の状況

面積（㎡）
Ｈ２２年度末

土地利用転換済
面積

Ｈ２７年度末

土地利用転換
済面積

川
崎
駅
西
口

堀川町地区（東芝工場跡
地）

Ａ地区 85,000 85,000 85,000

Ｂ地区 19,000 19,000 19,000

Ｃ地区 13,000 3,230 13,000

大宮町地区
（国鉄清算事業団管理地）
（市営・公団住宅団地跡地）
（東芝柳町工場跡地）

Ａ－１街区 16,000 16,000 16,000

Ａ－２街区 18,000 5,000 5,000

Ｆ街区 16,000 10,622 16,000

小計
（土地利用転換率）

167,000 138,852
（８３．１４％）

154,000
９２．２２％）

武
蔵
小
杉
駅

中丸子地区（不二サッシ跡地） 90,000 90,000 90,000

新丸子東南部地区（東京機械製作所跡地） 37,000 0 37,000

小計
（土地利用転換率）

127,000 90,000
（７０．８７％）

127,000
（１００％）

合計
（土地利用転換率）

294,000 228,852
（７７．８４％）

281,000
（９５．５８％）

【成果指標４】
住宅市街地総合整備事業地内における低未利用地の土地利用転換割合②



川崎駅西口地区住宅市街地総合整備事業地内

■大宮町地区
（国鉄清算事業団管理地）
（市営・公団住宅団地跡地）
（東芝柳町工場跡地）

【病院・住宅】
用途：病院、共同住宅

【成果指標４】
住宅市街地総合整備事業地内における低未利用地の土地利用転換割合③

【A‐2】
土地利用転換
未達成街区



小杉駅周辺地区住宅市街地総合整備事業地内

■新丸子東南部地区
（東京機械製作所跡地）

【シティタワー武蔵小杉】
用途：住宅、商業、保育所等

【グランツリー武蔵小杉】
用途：商業

【成果指標４】
住宅市街地総合整備事業地内における低未利用地の土地利用転換割合④



【成果指標５】
小杉駅周辺地区内の市街地再開発事業地内における宅地の高度利用割合①

■指標設定の理由

土地の高度利用が図られていない小杉駅周辺地区の市街地再開発事業地内において、都市型
住宅の導入による高度利用化を評価するため、４階建以上の建築物の宅地面積の割合を設定し
ました。

■定義及び算定式

小杉駅周辺地区内の市街地再開発事業地内における宅地面積のうち、４階建て以上の建築物
の宅地面積割合（大規模空地等面積は除く）

⇒４階建て以上の建築物の宅地面積／小杉駅周辺地区内の市街地再開発事業地内における
宅地面積

当初現況値
（H23)

最終目標値
（H27)

測定値
（H27)

目標達成
状況

３１％ ６９％ ７３％ 達成

関連事業

基幹 11,12,13

効果 ―

市街地再開発事業の平成２７年度末における進捗を想定し設定。※目標値の設定について：

市街地再開発事業の施行により宅地の高度利用化が図られ、目標を達成できました。
□達成状況の所見



【成果指標５】
小杉駅周辺地区内の市街地再開発事業地内における宅地の高度利用割合②

＜武蔵小杉駅南口地区西街区＞ ＜武蔵小杉駅南口地区東街区＞ ＜小杉町３丁目中央地区＞

■各地区の高度利用化の状況



小杉駅周地区における開発動向に合わせ、良好な景観形成のための方針・基準
を策定し、景観計画特定地区の範囲を拡大し、目標を達成できました。

【成果指標６】都市景観形成地区等の範囲①

■指標設定の理由

小杉駅周辺において快適で暮らしやすい都市型居住環境の創出のための施策を評価す
るため、景観形成の方針や基準を策定する都市景観形成地区の範囲面積の拡大を指
標として設定しました。

■定義及び算定式

小杉駅周辺における都市景観形成地区等の範囲面積

当初現況値
（H23)

最終目標値
（H27)

測定値
（H27)

目標達成
状況

３８ｈａ ４３ｈａ ４５ｈａ 達成

□達成状況の所見

関連事業

基幹 14

効果 ―

市街地再開発事業の進捗を考慮した平成２７年度末における地区指定の値を設定。※目標値の設定について：



＜武蔵小杉周辺景観計画特定地区＞

８

中原
区役所 ９

追加地区

【成果指標６】都市景観形成地区等の範囲②

●小杉町３丁目中央地区
目標値：１．３ｈａ
測定値：１．５ｈａ

●小杉町３丁目東地区
目標値： ――
測定値：１．１ｈａ

●新丸子東３丁目南部地区
目標値：３．７ｈａ
測定値：４．１ｈａ

●中原区役所地区
目標値： ――
測定値：０．９ｈａ

合計７．６ｈａ

10



【成果指標７】良好な住環境を備えた住宅団地における住宅宅地の供給数

■指標設定の理由

片平土地区画整理事業に併せて実施した一般県道上麻生連光寺線の改良事業による利便性向
上の効果として、片平土地区画整理事業地区内の住宅宅地供給数を指標として設定しました。

■定義及び算定式

良好な住環境を備えた住宅団地における住宅宅地の供給数

当初現況値（H23) 最終目標値（H27) 測定値（H27) 目標達成状況

３０８戸 ５１０戸 ５９６戸 達成

測定結果 住宅分譲 宅地分譲 住宅賃貸 合計

片平土地区画整理地区 ２８４戸 ８９戸 ２２３戸 ５９６戸

一般県道上麻生連光寺線は、片平土地区画整理区域と新百合ヶ丘周辺地区へのアクセ
ス道路であり、事業実施によりアクセス向上が図られ、住宅宅地の供給が促進されました。

片平土地区画整理住宅市街地基盤整備事業の完了年度である平成２４年度末時点で、片平土地区画
整理区域内での入居に関する現況調査及び建築確認申請件数調査を基に、住宅宅地供給数を算出。

□達成状況の所見

関連事業

基幹 16

効果 ―
片平土地区画整理事業の事業計画における計画戸数の値を
設定。

※目標値の設定について：



事業効果の発現状況（計画で設定した以外の評価指標）

【その他指標１】市営住宅の耐震化率
■成果指標の測定結果

市営住宅の耐震化については、耐震改修工事や老朽化した住宅の建替え・用途廃止に
よって耐震化を図り、平成２７年度末で耐震化率１００％となる見込みです。

平成２２年度
末

平成２３年度
末

平成２４年度末 平成２５年度末 平成２６年度末 平成２７年度末

市営住宅総戸数 １７，５７２戸 １７，４２０戸 １７，５８３戸 １７，２１６戸 １７，２７４戸 １６，９３９戸

耐震性あり １０，０６４戸 １２，６３７戸 １３，９９５戸 １５，２６１戸 １６，０４１戸 １６，９３９戸

耐震性なし ７，５０８戸 ４，７８３戸 ３，５８８戸 １，９５５戸 １，２３３戸 ０戸

耐震化率 ５７．３％ ７２．５％ ７９．６％ ８８．６％ ９２．９％ １００％

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H22年度末 H23年度末 H24年度末 H25年度末 H26年度末 H27年度末

市営住宅の耐震化率

市営住宅の耐震化率

※見込み



市民・事業者に対する意見募集等の状況

■市民意見募集

内容：市のホームページ及び各区役所等において、事業目的、事業概要、
事後評価原案を掲載し、市民から意見を募集。

手法：①担当課への意見書の持参、郵送、ＦＡＸ、又はメールでの
提出により意見を募集

②地区まちづくり支援事業等の支援地区３地区の協議会等
において、直接市民意見をヒアリング

実施期間：9月1日～9月30日
調査結果

回答数：１６件

□意見の要約（抜粋） 関連する計画

地域 防災

小杉駅周辺もきれいになり、住みたい地域ランキングの上位に入っており、イメージがよくなった。 ○

ＪＲ川崎駅の通路は、休日だと人があふれており、子供連れだと怖いので早く北口通路ができると良い。 ○

市営住宅の高齢化によるエレベーターやスロープの設置が課題。 ○

生活が苦しい既婚の若者への居住確保も課題。 ○

耐震診断後のフォローがあっても良いのではないか。 ○

受身でなく、耐震改修が必要な建築主に積極的に働きかける事業を希望する。 ○

住んでいるところが危険だという認識をもってもらうためのハザードマップ的なものを周知する必要がある。 ○



＜参考＞

■新たな総合計画に関する市民意識調査
内容：新たな総合計画を策定するに当たり、

市民の生活意識や行政に対する意識を調査
調査方法：郵送
調査期間：平成２７年２月９日～平成２７年２月２８日
回収状況：１，２０４／３，０００

「住環境（住みやすさ）について」を参照

問い：あなたは、お住まいの地域の住環境（住みやすさ）に満足していますか。

24.1%

35.5%

22.3%

8.4%
8.1% 1.7%

満足している

やや満足している

どちらともいえない

やや不満である

不満である

無回答
「満足」と「まあ満足」を合わせた『満足』は、
５９．６％と過半数を占めています。

また、「不満」と「やや不満」を合わせた『不
満』は１６．５％となっております。

■自由回答の抜粋（要約）

【満足】
・再開発も進み、便利になった。
【やや満足】

・交通利便性もよく、土地が狭いため道幅が
広くなるともっと良いです。
【やや不満】
・マンションが増え、人口が多くなった。
【不満】
・道路が整備されていない。



５ 今後の方針等



今後の方針等（地域住宅等整備計画）

■総合的な所見

・住宅施策にあたっては、住宅確保要配慮者の居住の安定確保、子育て世帯、高齢者世帯等が安心して居住
できる環境の整備、まちづくりと一体となった良好な居住環境の形成など、住宅に対する多様なニーズが生じ
ており、これらに的確に対応する幅広い施策が求められています。

・多様なニーズに対する施策の効果を図る成果指標として設定しました「住宅及び住環境に対する満足度」に
おいては、平成23年度から上昇し、平成27年度時点で目標値を上回ることができました。

・その他、個別の事業の成果指標である耐震化やバリアフリー化などの指標に関しても、目標値を達成するこ
とができました。

・以上から、計画事業を推進したことにより、良質な住宅の供給、良好な住環境の形成、市民の居住の安定を
図ることができ、本計画の目標に向けた効果が十分に発現しているものと考えます。

■今後の方針

・「住宅及び住環境の満足度」の更なる向上を図るため、良質な住宅の供給、良好な住環境の形
成、市民の居住の安定に資する事業を引き続き、幅広く実施していきます。

・また、住宅市街地総合整備事業など拠点整備事業についても引き続き、当該計画に位置付
け、住宅・住環境に関連する事業を総合的に推進していきます。



今後の方針等（住宅・建築物等整備計画（防災・安全））

■総合的な所見

・耐震化の成果指標に関しては、公営住宅の建替えや耐震改修、民間住宅の耐震改修助成など、直接的な改
修事業や助成を実施し、目標値を達成することができました。

・また、その他にも安全で住みよい住まい・まちづくりという観点から、アスベスト対策や公共施設のつり天井耐
震補強、地域のまちづくり支援などの事業を実施することで、「住宅及び住環境に対する満足度」についても、
目標値を上回ることができました。

・以上から、計画事業を推進したことにより、耐震化率と満足度の２つの指標を達成することができたため、本
計画の目標に向けた効果が十分に発現しているものと考えます。

■今後の方針

「耐震性が確保された住宅の割合」については、更なる向上を図ることとし、引き続き、
宅地の防災対策や住宅・建築物の耐震対策など、震災等に対する地域住民の安全性
の向上のためのまちづくりを進めていきます。


